
（新）

別表第２

事業採択申請書等に添付する書類一覧

１ ステップアップ事業

２ 一般事業、特別承認事業、中山間地域雇用創出事業及び雇用奨励金事業

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業実施主体の概要（参考様式２） (１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。

２ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

３ 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

４ 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 12）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

５ 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 11）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

６ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

７ その他知事が必要と認める資料

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業計画書（参考様式１） (１) 必ず作成が必要です。様式中の吹き出しに留意して

作成してください。

(２) 事業の実施スケジュール等の資料を適宜、添付して

ください。

(３) 既存事業の収支が赤字の場合は、その要因と改善

策・見通し等について、事業計画書に記載するか、別

途資料を作成して添付してください。

(４) 採算が合うまでに時間を要する事業は、短期の資金

計画表等を作成して添付してください。

（旧）

別表第２

事業採択申請書等に添付する書類一覧

１ ステップアップ事業

２ 一般事業及び特別承認事業

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業実施主体の概要（参考様式２） (１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。

２ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

３ 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

４ 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 11）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

５ 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 10）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

６ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

７ その他知事が必要と認める資料

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業計画書（参考様式１） (１) 必ず作成が必要です。様式中の吹き出しに留意して

作成してください。

(２) 事業の実施スケジュール等の資料を適宜、添付して

ください。

(３) 既存事業の収支が赤字の場合は、その要因と改善

策・見通し等について、事業計画書に記載するか、別

途資料を作成して添付してください。

(４) 採算が合うまでに時間を要する事業は、短期の資金

計画表等を作成して添付してください。
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２ 事業実施主体の概要（参考様式２） (１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の概要が必要です。

３ 事業実施主体の経営状況表（参考様

式３）

(１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の経営状況表が必要です。

４ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要で

す。

５ 経費積算明細書（参考様式５） (１) 必ず作成してください。

(２) 経費の見積書、購入する備品等のカタログ、設計書

又は見積書、工事の図面等の写しを添付してくださ

い。

６ 投資効果算定表（参考様式６） (１) 必ず作成してください。

(２) 特別承認事業の場合で、国等から算出方法が示され

ているときは、その算出方法によって算定してくださ

い。

７ 収支計画（参考様式７） (１) 必ず作成してください。

(２) 中山間地域雇用創出事業又は雇用奨励金事業を申

請する場合は従業員名簿（参考様式７－１）を必ず作

成してください。

８ 主要原材料の仕入計画（参考様式８） 一般事業（企業等通常分）又は中山間地域雇用創出事業

を申請する場合は、必ず作成してください。

９ 事業の進捗状況表（参考様式９） 過去に一般事業又は特別承認事業を活用した場合は、作

成が必要です。

10 ワークライフバランスの認証取得に

向けた取組状況確認（参考様式 10）

(１) 中山間地域雇用創出事業又は雇用創出事業を申請

する場合で、ワークライフバランスの認証取得済又は

申請中の場合は資料の作成が不要ですが、認証書や申

請書の写し等、認証取得済や申請中である事が分かる

資料の提出が必要です。

(２) 認証を取得していない場合は作成が必要です。

11 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施

設等を他の者が利用する場合は、その者についての定

款又は寄付行為の提出が必要です。

（旧）

２ 事業実施主体の概要（参考様式２） (１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の概要が必要です。

３ 事業実施主体の経営状況表（参考様

式３）

(１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の経営状況表が必要です。

４ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要で

す。

５ 経費積算明細書（参考様式５） (１) 必ず作成してください。

(２) 経費の見積書、購入する備品等のカタログ、設計書

又は見積書、工事の図面等の写しを添付してくださ

い。

６ 投資効果算定表（参考様式６） (１) 必ず作成してください。

(２) 特別承認事業の場合で、国等から算出方法が示され

ているときは、その算出方法によって算定してくださ

い。

７ 収支計画（参考様式７） 必ず作成してください。

８ 主要原材料の仕入計画（参考様式８） 一般事業（企業等通常分）を申請する場合は、必ず作成

してください。

９ 事業の進捗状況表（参考様式９） 過去に一般事業又は特別承認事業を活用した場合は、作

成が必要です。

10 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施

設等を他の者が利用する場合は、その者についての定

款又は寄付行為の提出が必要です。
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３ 外部人材活用支援事業

12 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 12）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

13 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 11）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要で

す。

14 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要で

す。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設等

を他の者が利用する場合は、その者についての法人登記簿

謄本の提出が必要です。

15 決算諸表（貸借対照表及び損益計算

書）

(１) 直近の１期分を提出してください。ただし、企業等

は直近の３期分を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設

等を他の者が利用する場合は、その者についての決算

諸表（直近１期分。ただし、企業等の場合は直近３期

分）の提出が必要です。

16 その他知事が必要と認める資料 ・施設整備を伴う場合は、整備の概要が分かる資料のほか、

位置図、平面図、土地登記簿謄本（全部事項証明書）の

写し、建物登記簿謄本の写し（既存施設の改築等の場

合）、貸借契約書等の写し（土地、建物等を貸借する場

合）を提出してください。

・特別承認事業を申請する場合は、国等の事業の交付決定

又は内示若しくはこれに相当するものの写しを提出し

てください。

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業実施主体の概要（参考様式２） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

２ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

３ 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

（旧）

３ 外部人材活用支援事業

11 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 11）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

12 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 10）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要で

す。

13 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要で

す。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設等

を他の者が利用する場合は、その者についての法人登記簿

謄本の提出が必要です。

14 決算諸表（貸借対照表及び損益計算

書）

(１) 直近の１期分を提出してください。ただし、企業等

は直近の３期分を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設

等を他の者が利用する場合は、その者についての決算

諸表（直近１期分。ただし、企業等の場合は直近３期

分）の提出が必要です。

15 その他知事が必要と認める資料 ・施設整備を伴う場合は、整備の概要が分かる資料のほか、

位置図、平面図、土地登記簿謄本（全部事項証明書）の

写し、建物登記簿謄本の写し（既存施設の改築等の場

合）、貸借契約書等の写し（土地、建物等を貸借する場

合）を提出してください。

・特別承認事業を申請する場合は、国等の事業の交付決定

又は内示若しくはこれに相当するものの写しを提出し

てください。

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業実施主体の概要（参考様式２） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

２ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

３ 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。
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４ 地域産業課題解決支援事業

４ 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 12）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

５ 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 11）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

６ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）
市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

７ 市町村まち・ひと・しごと創生総合

戦略の写し又は市町村長の意見書

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業実施主体の概要（参考様式２） (１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成が必要してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の概要が必要です。

２ 事業実施主体の経営状況表（参考様

式３）

(１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成が必要してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の経営状況表が必要です。

３ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

４ 事業の進捗状況表（参考様式９） 必ず作成してください。

５ 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設

等を他の者が利用する場合は、その者についての定款又

は寄付行為の提出が必要です。

（旧）

４ 地域産業課題解決支援事業

４ 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 11）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

５ 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 10）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

６ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）
市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

７ 市町村まち・ひと・しごと創生総合

戦略の写し又は市町村長の意見書

提 出 書 類 注 意 事 項 等

１ 事業実施主体の概要（参考様式２） (１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成が必要してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の概要が必要です。

２ 事業実施主体の経営状況表（参考様

式３）

(１) 事業実施主体が複数ある場合は、事業実施主体ごと

に作成が必要してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要

です。ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備す

る施設等を他の者が利用する場合は、その者について

の経営状況表が必要です。

３ 資金計画表（参考様式４） 市町村等が事業実施主体となる場合は、作成が不要です。

４ 事業の進捗状況表（参考様式９） 必ず作成してください。

５ 事業実施主体の定款又は寄附行為 (１) 法人格のない団体が事業実施主体となる場合は、団

体の規約又は会則及び会員名簿を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設

等を他の者が利用する場合は、その者についての定款又

は寄付行為の提出が必要です。



（新）

５ 注意事項

（１） 参考様式１から 10 までの様式は、必要に応じて変更が可能なものとします。

（２） 書類は、各１部を提出してください。

（３） 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）及び県税事務所で発行する全税目の納税証明書は、

原本（発行後３月以内のもの）を提出してください。

（４） マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーの表示があるため、提出は不可

とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できない程度にマスキン

グ処理を施す等してください。

６ 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 12）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

７ 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 11）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

８ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設等

を他の者が利用する場合は、その者についての法人登記簿

謄本の提出が必要です。

９ 決算諸表（貸借対照表及び損益計算

書）

(１) 直近の３期分を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施

設等を他の者が利用する場合は、その者についての決

算諸表（直近３期分）の提出が必要です。

９ その他知事が必要と認める資料 ・施設整備を伴う場合は、整備の概要が分かる資料のほか、

位置図、平面図、土地登記簿謄本（全部事項証明書）の

写し、建物登記簿謄本の写し（既存施設の改築等の場合）、

貸借契約書等の写し（土地、建物等を貸借する場合）を

提出してください。

（旧）

５ 注意事項

（１） 参考様式１から９までの様式は、必要に応じて変更が可能なものとします。

（２） 書類は、各１部を提出してください。

（３） 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）及び県税事務所で発行する全税目の納税証明書は、

原本（発行後３月以内のもの）を提出してください。

（４） マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーの表示があるため、提出は不可

とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できない程度にマスキン

グ処理を施す等してください。

６ 県税事務所で発行する全税目の納税

証明書（県税の滞納がないことを証

するもの）

ただし、要綱第５条の２の規定によ

り事業実施主体へ直接補助する場合

に限り、上記に替えて、県税完納情

報の提供に係る同意書（参考様式 11）

及び本人確認書類の写しを提出する

ことができる。

(１) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

(２) 本人確認書類について、事業実施主体が個人の場合

は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の

写し等を提出してください。事業実施主体が法人の場

合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等を提出してください。

７ 税外未収金債務の滞納がないことの

誓約書兼同意書（参考様式 10）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

８ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）

市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施設等

を他の者が利用する場合は、その者についての法人登記簿

謄本の提出が必要です。

９ 決算諸表（貸借対照表及び損益計算

書）

(１) 直近の３期分を提出してください。

(２) 市町村等が事業実施主体となる場合は、提出が不要

です。

ただし、市町村等がこの補助金を受けて整備する施

設等を他の者が利用する場合は、その者についての決

算諸表（直近３期分）の提出が必要です。

９ その他知事が必要と認める資料 ・施設整備を伴う場合は、整備の概要が分かる資料のほか、

位置図、平面図、土地登記簿謄本（全部事項証明書）の

写し、建物登記簿謄本の写し（既存施設の改築等の場合）、

貸借契約書等の写し（土地、建物等を貸借する場合）を

提出してください。


